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Ⅰ 2023年3月期中間決算の概要

１．連結損益サマリー

１

’22/9期は、資金利益の増加と経

費削減の取組継続から、コア業務純

益は前年同期比12億円増益。また、

有価証券売却益が増加したことから

経常利益は同比16億円、中間純

利益は同比12億円増益。

貸出金利息は、貸出ボリュームが住

宅ローンなどにより増加したものの、利

回りの低下が続いており前年同期比

2億円減少。

役務取引等利益は、為替手数料の

減少や不透明な市況の影響などに

よる投資信託の販売減少、住宅

ローン増加に伴う団信保険料の増

加などにより前年同期比4億円減少。

経費は、TSUBASAシステム共同化

に伴う業務委託費の増加はあったも

のの、預金保険料の減少や動・不動

産償却の減少などによる物件費の減

少に加え、事務効率化による人件

費の減少から前年同期比3億円減

少。

（億円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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11

12

13

14

15

16

17

18

2020/9期
実績

2021/9期
実績

2022/9期
実績

前年同期比
中間期当初
業績予想

連結コア粗利益 421 430 439 9 423

資金利益 323 332 345 12

貸出金利息 289 289 286 ▲2

有価証券利息配当金 40 41 48 7

預金等利息(▲) 1 0 0 ▲0

その他資金収支 ▲4 3 10 7

役務取引等利益 75 75 71 ▲4

その他業務利益 23 22 22 0

経費(臨時処理分除く) (▲) 344 327 324 ▲3 327

うち銀行人件費 138 136 132 ▲3

うち銀行物件費 166 153 151 ▲2

うち銀行税金 23 21 22 0

連結コア業務純益 77 102 115 12 95

除く投資信託解約損益 77 102 114 12 95

信用コスト(▲) 15 16 21 4 19

有価証券関係損益 31 ▲0 14 14

連結経常利益 99 96 113 16 81

親会社株主に帰属する中間純利益 65 62 75 12 54

連結コアOHR 81.67% 76.16% 73.75％ ▲2.41％

連結ROE 3.02% 2.80% 3.68％ 0.88％

単体ROE 3.25% 3.02% 4.35％ 1.33％

19

20

21

・その他業務利益は、国債等債券関係損益を除く
・連結コアOHR＝経費(臨時処理分を除く)÷連結コア粗利益
・連結ROE＝親会社株主に帰属する当期純利益÷期中平均自己資本 （期中平均自己資本は、期首・期末の平均値）



Ⅰ 2023年3月期中間決算の概要

２．業績予想に対する進捗状況

【単体】
2022/9期
実績 Ⓐ

2023/3期
予想 Ⓑ

進捗率
Ⓐ÷Ⓑ×100

コア業務粗利益 425 801 53.0％

資金利益 365 685 53.2％

うち貸出金利息 288 564 51.0％

うち有価証券利息配当金 67 101 66.3％

役務取引等利益 49 106 46.2％

経費(臨時処理分除く)(▲) 306 638 47.9％

コア業務純益 119 162 73.4％

除く投資信託解約損益 119 162 73.4％

信用コスト(▲) 15 30 50.0％

有価証券関係損益 14 ▲7 - ％

経常利益 125 141 88.6％

法人税等調整額等(▲) 37 34 108.8％

当期純利益 85 79 107.5％

（億円）

①

③

④

⑤

① 道内中小企業向け貸出は伸び悩んだものの
住宅ローンの増加により計画を上回る進捗

② 円債の前倒し購入と政策投資先の配当増加

により計画を上回る進捗

③ 預り資産の販売が減少したものの為替手数料の
減少が計画より小幅に留まり計画通りの進捗

④ 人件費の減少などにより計画を上回って削減

➄ 予防的引当の実施により計画通りの進捗

 貸出金平残は前年同期比1,359億円増加（年率1.8％）

 利回りは前年同期比0.02pt低下（0.77％→0.75％）

 預り資産手数料は前年同期比2億円減少

 為替手数料は前年同期比3億円減少したものの減少が

計画より小幅に留まる

 実体化した大きな破綻はなく引き続き予防的引当を実施

 通期はコロナ禍の長期化や足元での資源高と急激な円安進行

による事業者の業績悪化により変動する可能性はあるが、

当初計画30億円を据え置き

【連結】
2022/9期
実績 Ⓐ

2023/3期
予想 Ⓑ

進捗率
Ⓐ÷Ⓑ×100

連結コア粗利益 439 851 51.5％

経費(臨時処理分除く)(▲) 324 675 48.0％

連結コア業務純益 115 175 65.7％

除く投資信託解約損益 114 175 65.1％

信用コスト(▲) 21 41 51.2％

経常利益 113 139 81.2％

親会社株主に帰属する当期純利益 75 76 98.6％

2

②

（億円）

 平残は前年同期比+1,253億円増加し、うち1,029億円が

円債で特に中期の国債・地方債を中心に積上げ

 利回りは前年同期比0.1pt増加（0.81％→0.91％）

＜通期業績予想＞
今後システム共同化による費用が増加すること、内外金利

や為替相場などの外部環境要因が不透明であることから、
通期業績予想は変更しておりません。



経営戦略Ⅱ



それぞれの基本方針に沿った戦略を

着実に進め、お客さまの満足・価値の

最大化を図るとともに、当行グループ

の収益向上につなげ、北海道の持続

可能な未来に貢献していく。

’22年度中間実績から見た主要な経

営指標の前年対比の状況は、収益

性の目標である「経常利益」・「当期

純利益」は資金利益と経費削減の

継続により増加。

健全性の目標である自己資本比率

は引き続き12％台を維持。

効率性の目標であるROEおよびコア

OHRも改善傾向にあるが低水準の

認識。

道内貸出シェアは、33.2％と0.1Pt

上昇。

～ 北 海 道 の 持 続 可 能 な 未 来 に 貢 献 ～

人財戦略③深度あるコンサルティングの実現に向けた人財育成

生産性向上戦略④生産性向上とコスト削減へ向けた取組みの加速

お客さま満足・価値の最大化 北洋銀行グループの収益向上＝

Ⅱ 経営戦略

1．中期経営計画『 共創の深化 』

3

①お客さまに寄り添ったコンサルティング営業の徹底 コンサルティング戦略

②デジタル化を中心とした取引の間口拡大と効率化 デジタル戦略

その他戦略アライアンス、有価証券運用、SDGs 等

主要な経営指標
‘22年度中間実績
（前年同期比）

‘22年度計画(長期目標)

経常利益（連結） 113億円（+16億円） 139億円

当期純利益（連結） 75億円（+12億円） 76億円

自己資本比率（連結） 12.50％（+0.05％） 12％程度

ROE（連結） 3.68％（+0.88％） 2％程度(5%以上)

コアOHR（単体） 71.94%（▲3.63％） 83％程度(70%以下)

道内貸出シェア※（単体） 33.2%（+0.1％） 33.6％(34.7%)

基

本

方

針

中期経営計画 「共創の深化」

※ ’20年度初めより政府施策の「実質無利子・無担保融資」の取扱いが先行した政府系金融機関の大幅な貸出増加の影響から、
当初計画が実態と乖離したことを補正するため、政府系金融機関を除いた道内貸出シェア目標へ修正。シェアは8月末時点。

経営理念 お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日をきりひらく



Ⅱ 経営戦略

2．全体戦略 ～グループ総合力【HKP】～

4

全体戦略においても、お客さまの多

様なニーズや様々な悩み・課題の

解決のため、グループの総力を結集

して取り組むこととしており、主要な

子会社2社との連携を紹介。

1社目は、法人コンサルティング会社

のHKP(北海道共創パートナー

ズ)。

銀行からの出向者をはじめ、専門ス

キルを有したスタッフの拡充等によ

り、業績は増収増益にて推移。

M＆Aは受託件数が堅調に推移。

11月に2名増員しており、案件の更

なる受注に向け体制を強化。

人材紹介はHKP内での業務習熟

度向上からマッチング成約率が上が

り、紹介件数も増加。

コンサルティングは事業再構築補助

金に係る案件が好調。

18 
40 

60 31 

58 

100 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

人材紹介成約件数（件）

人材紹介成約手数料（百万円）

H K P と の 連 携 に よ る 取 組 み

HKP 業績推移（百万円）

299
425 488

27

106 132

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

営業収益 当期純利益

人材紹介成約件数・手数料

54
73 75 

78

100 
104 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

コンサルティング成約件数（件）

コンサルティング成約手数料（百万円）

コンサルティング成約件数・手数料

M＆A受託状況

17 26 28 

48

94

138

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

M＆A受託件数（件）
M＆A手数料（百万円）



Ⅱ 経営戦略

3．全体戦略 ～グループ総合力【北洋証券】～

5

2社目は北洋証券との連携。

世界的な金利の急上昇や為替相

場の急変動の影響からマーケット環

境の不透明感が強く、お客さまの投

資意欲が減退している状況か

ら、 ’22/9月中間決算時点では赤

字を計上。

銀行+証券合算の「預り資産残高」

および「預り資産手数料」についても

前年から減少しているが、銀証による

連携強化から「紹介成約数」は増加

している。

北洋銀行グループとして、お客さまの

「資産形成」「資産承継」ニーズは銀

行で、「資産運用」ニーズは北洋証

券で対応。引続き「銀行」+「証券」

の連携を深め、お客さまのニーズに最

適なサービスを提供していく。

北 洋 証 券 と の 連 携 強 化 に よ る 取 組 み

北洋証券業績推移（百万円）

652 
913 

605 

-70
96

-270

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

営業収益 当期純利益

※1 銀行の投資信託と北洋証券の預り資産（株式、投信、
債券、その他）の残高を合算

KPI 預り資産残高※1（億円）

19
26

21

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

KPI 預り資産手数料※2（億円）

※2 北洋証券の手数料を合算

紹介成約数（件）

1,007 
1,414 1,465 

0

1,000

2,000

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

2,581
2,966 2,879

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末



Ⅱ 経営戦略

4．コンサルティング戦略＜リテール～預り資産＞

6

銀行本体の預り資産の取組みでは

資産形成層を中心とした長期分散

投資ニーズへの提案に注力。

投信積立の月間積立額は、22年9

月末時点で9.5億円まで増加。

つみたてNISA口座数は年間5千件

増加、iDeCo契約件数は年間3千

件増加しており、どちらも地域銀行の

中ではトップクラスの件数。

物価高、円安などにより資産形成へ

の関心は高まっており、SNSなどを通

じた啓蒙プロモーションを展開。

銀行営業時間中に接点を持ちづら

い現役世代（20～50歳代の資産

形成層）向けや、投資未経験者向

けなど、お客さまの金融リテラシー向

上に役立つ情報を発信。

資 産 形 成 の 取 組 み

693 791 855 956

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

投信積立 月間積立額（百万円）

若年層・資産形成層への啓蒙プロモーション

つみたてNISA口座数
iDeCo契約件数（千件）

21.4 24.3 26.8 29.1

18.1 19.9 21.3 22.6

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

つみたてNISA口座数 iDeCo契約件数

スピードスケート高木菜那さん 「つみたてNISA対談動画」 Instagram公式アカウント「つみ活女子のきんゆう講座 by北洋銀行」

 SNS（Instagram・YouTube）やyahoo・google等のWEB広告を通じて、資産
形成の啓蒙プロモーション、金融リテラシー向上に役立つ情報を発信



Ⅱ 経営戦略

5．コンサルティング戦略＜リテール～個人ローン＞

7

個人ローンの大半を占める住宅ロー

ンでは、中古住宅の取込みなどによ

り、平残は順調に推移。

札幌圏を中心に土地の価格が高騰

し、建築資材も値上がりしていること

から1戸あたりの住宅単価が増加し、

実行額は前年比184億円増加。

道内における住宅ローンの残高シェ

アは、41％台まで伸長。ローンプラザ

を中心に住宅業者との接点強化が

奏功。引続き新築戸建・中古住宅

案件の取込みを継続。

リノベーションによる既存住宅再生

は、廃棄物が少なく環境保全の観

点から評価されており、社会的関心

の高まりとともに当行での取扱いも増

加。ローンを通じて環境保全の課題

に対しても積極的に取組む。

住 宅 ロ ー ン の 取 組 み

40.7 40.7

40.9

41.3

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/8末

道内住宅ローン貸出シェア（％）

注）（ ）内のアパートローン平残を含む

（計画）

17,659 

（996）

18,432 

(884)

19,261 

(762)

19,461 

（736）

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末 ’23/3末

住宅ローン貸出平残（億円）

注）ニッキンデータからの推計値

年率4.5％

住宅ローン実行額（億円）

917 954 
1,138 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

リノベーション一体型実行額累計
（億円）(‘21/12~)

中古住宅+大型
リフォームを合わせ
たローン。
社会的関心の高
まりもあり、当行で
の取扱いも増加
中。

1 

’22/3末 ’22/9末

前年比+184億円

+7億円

8



Ⅱ 経営戦略

6．コンサルティング戦略＜法人～道内事業者向け貸出＞

8

道内中小企業貸出平残は、コロナ

関連融資の取扱後、急激に残高が

増加したが、民間金融機関での受

付終了に伴い残高の増加は鈍化。

年率は▲0.4％。

道内中小企業向け貸出のシェアにつ

いては、上記の通り、当行の残高が

減少したことに加え、信金・信組の残

高増加もあり、前年対比0.1Pt低

下。引続きお客さまのニーズや課題

に対してスピード感のある各種提案

を実施し、他行との差別化によりシェ

アアップを図る。

持続可能な社会の実現への貢献や

お客さまのSDGs・脱炭素の取組支

援のため「ほくようサステナブルローン」

の取扱を拡大。資金使途を各種プ

ロジェクトに限定した融資の他、企業

の取組内容を評価する融資など幅

広いお客さまの環境保全や社会課

題の解決に対して支援。‘22/９末

時点で15件・92億円の取扱。

（計画）

貸 出 支 援 の 取 組 み

27.5 27.4 27.4

’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

道内中小企業貸出シェア（％）

18,332 

19,802 19,717 19,830

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末 ’23/3末

道内中小企業 貸出平残（億円）

※出所：北海道信用保証協会

年率▲0.4%

ほくようサステナブルローン(‘21/9~)

「プロジェクト」評価型融資

 グリーンローン(‘21/9~）

 ソーシャルローン(‘22/9~)

 サステナビリティローン(‘22/9~)

「企業の取組内容」評価型融資

 ポジティブインパクトファイナンス(‘22/9~)

 サステナビリティ・リンク・ローン(‘21/7~)

 サステナブル経営支援ローン(‘22/4~)

 SDGsスタートローン(‘22/6~)

 持続可能な社会の実現への貢献やお客さまのSDGs・脱炭素への取組みを
金融面から支援

 国際的な原則等が定められている融資の他に、当行オリジナルの融資も取扱い
することで、幅広いお客さまの環境保全や社会課題の解決に貢献



Ⅱ 経営戦略

7．コンサルティング戦略＜法人～ソリューション＞

9

5.8
9.0

12.0

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

※1  銀行の事業承継、ビジネスマッチング、私募債、ファクタリング、
シ・ローン、デリバティブ収益の合計にHKPの手数料収益を
含めたもの

ソ リ ュ ー シ ョ ン 提 供 ・ 本 業 支 援 の 取 組 み

17 16 16 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

KPI 事業性理解の取組先数（千件） KPI 法人役務手数料※1（億円）

事業承継・資産承継取扱状況※2（件）

※2  本部が直接関与している事業承継・資産承継取扱件数

84 
120 127 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

法人取引の起点となる事業性理解

の取組先数は堅調に増加。’22年

度上期は約1,400先を実施。下期

は約1,200先の実施を計画。

事業性理解を起点とした深度ある

対話を行い、引続きお客さまの現状

理解と課題解決に取組む。

法人役務手数料は横ばい推移だ

が、幅広い提携先とのビジネスマッチ

ング、シンジケートローン等の取扱い

が増加。

北海道は経営者の高齢化に伴う後

継者不在率が全国でも高い地域で

あり、事業承継やM&Aへの取組み

は当行にとって重要テーマの一つ 。

M＆Aにおいて、M＆Aバンクオブザイ

ヤー「地域貢献大賞」を2年連続で

受賞するなど、営業店・本部・グルー

プ会社での連携が進んでおり、引続

き積極的な取組みを展開。

M＆Aバンクオブザイヤー
地域貢献大賞を2年連続受賞

 全国7つのブロックで、㈱日本Ｍ＆Ａセンター
との協業実績において、ブロック内で地域に
最も貢献したと判断される提携行に授与



Ⅱ 経営戦略

8．デジタル戦略

10

’23/1の基幹系システム共同化を

控える一定の制約の中、可能な

範囲で、スマートフォンを中心とし

たデジタルサービスの利便性向上

に努めている。

「ほくようスマート通帳」は、非対面

ニーズの高まりに対応し、累計33

万件を超える状況。

各種アプリ利用時に必要な「ほくよ

うID」の登録数もスマート通帳に

比例し増加中。

ほくよう口座開設サービスは申込

みから口座番号のご案内まで最

短1日を実現し、順調に増加。

’22/6よりスマートフォンアプリ「ほっ

くーNAVI」をリニューアル。リアルタ

イムでの口座残高確認やお客さま

の現在地からお近くの店舗・ATM

を地図上で確認が出来るほか、

商品・サービスや各種お手続きが

「素早く・簡単・スムーズ」にアクセ

ス出来るようナビゲーション機能を

強化。

23 

33 
39 

’21/9末 ’22/9末 ’23/3末

※1 スマホアプリ（一部IB経由も含める）による無通帳口座数（’19/2導入からの累計申込数）

デ ジ タ ル サ ー ビ ス の 拡 充

ほくようスマート通帳申込数※1

（万件）（累計数）
KPI ほくようID申込数（万件）

（累計数）

（計画）

27 31 
36 

’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

ポータルアプリ「ほっくーNAVI」（’22/6～）ほくよう口座開設サービス※2（件）

2,350 

3,727 

5,395 

’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

※2 ’22/3・’22/9末にはweb口座開設サービス含む

 生体認証でログイン可能
 現在地から店舗・ATMを地図で確認
 お知らせをプッシュ通知で配信 等



Ⅱ 経営戦略

9．人財戦略

11

深度あるコンサルティングの実践に向

け、高い対話力・コンサルティング力を

有する人財の育成を継続。

挙手制による研修や本部ショートト

レーニーの拡大、資格取得など自主

的な学びへのサポートを強化。

スキルマップや職務記述書を利用し

て、現時点での営業店・本部の高度

専門人財のポートフォリオを作成し、

今後の長期育成プランに活用。

多様な働き方への対応として、ダイ

バーシティ推進室を中心に職員全体

の4割を占める女性職員のキャリアアッ

プやライフプランについて個別サポート

を実施。

働きがいのある職場づくりの一環として

1on1ミーティングを活用。上司と部下

間のコミュニケーションや対話力の向

上、部下の成長支援やチームワークの

向上に効果を発揮。

職 員 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト の 向 上

 男性の育児休暇・休業等取得率の向上
(目標65％以上)’22/9時点100％

 1on1ミーティング

働きがいのある職場づくり多様な働き方への対応

⇒直近1年間で延べ4,445回実施。
上司・部下のコミュニケーション向上
に寄与

高 度 人 財 育 成 の 取 組 み

 役付者以上に占める女性の比率の向上
（目標30％以上)’22/9時点31.0%

⇒キャリア意識醸成研修の継続実施、
育児休業取得者の復帰サポート

「深度あるコンサルティングの実現」に向けた高度人財の育成

⇒34CH開設、直近1年間で373件の
投稿。コメント1.2千件・スタンプ20
千件と、取組みが定着

 社内SNS⇒産後8週間以内に計2週間の取得を推奨
「男性版産休(ｻﾝｷｭｰ)ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ」を継続

 自主的な学びへのサポート強化

⇒挙手制による研修拡大
アドバイザリー業務、法人業務に関わる3つのエキス
パート研修を指名研修から公募研修に変更
（計38名受講）

⇒資格取得・自己啓発サポート強化
入行3年目までの初級行員、ＩＴパスポート受験
者を対象にWEB研修ツールを導入（計425名）

⇒本部ショートトレーニーの拡大
計7部門29名で実施(前回’20年度6部門14名）

 高度専門人財の育成と確保

⇒対話力・コンサルティング力重視の実践的な
研修による高度人財の育成
(’22上期84名）

⇒人財ポートフォリオの作成
「スキルマップ(営業店)」「職務記述書(本部)」
により、高度専門人財のスキルを定義、現時点
での人財ポートフォリオを作成し、今後の長期
育成プランに活用

オンライン育児休業者
意見交換会

仕事･育児両立ﾊﾟﾊﾟ!
社内SNSで育休推奨



Ⅱ 経営戦略

10．生産性向上戦略

12

経費支出はTSUBASAシステム

共同化に伴う業務委託費の増加

はあったものの、業務効率化による

人件費の削減や物件費の幅広い

削減から前年比減少。コアOHRも

低下。

’22年度下期においてもシステム共

同化による費用は発生するが、経

費削減は定着化している。

生産性向上とSDGsへの取組みの

一環として、紙振込削減を継続的

に実施。インターネットバンキングへ

の移行により紙ベースでの振込み

は年々減少。お客さまとともにペー

パーレスの推進を図っている。

また、旧店舗の有効活用として、

旧「西の里支店」を北広島市に賃

貸し、同市の地方創生・地域活

性化に貢献。当行の生産性向上

とともに、SDGsへの取組みにも展

開。

329 
311 306 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

経 費 削 減 の 取 組 み

KPI 経費の推移（億円）

82.4 

75.6 
71.9 

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

コアOHRの推移※1（％）

※  コア業務粗利益÷経費（除く臨時処理分）

旧店舗の有効活用

 旧北洋銀行「西の里支店」施設を北広島市に賃貸
⇒北広島市による「子ども第三の居場所整備事業」において、

当行が旧西の里支店を賃貸し、放課後等の児童生徒の
居場所づくりや子育てサークル等の活動に協力。地方創生
・地域活性化に貢献（施設開設は2023年8月を予定）。

⇒当行の生産性向上に留まらず、今後は金融教育やSDGs
教育なども実施予定。

SDGsへの取組み

 紙振込みの削減
⇒インターネットバンキングやデータ伝送サービ

スへの移行により、紙ベースの振込は年々
減少。

⇒利便性を向上させた上で、お客さまおよび
当行のペーパーレスを推進。

3,984 
3,322 

2,699 

9.6
8.5

6.7

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末

紙振込件数（千件） 紙振込比率（％）



本店所在地

店舗所在地

Ⅱ 経営戦略

11．アライアンス戦略

13

「TSUBASAアライアンス」は、

当行を含め10行体制となる国内最

大規模の地銀広域連携の枠組

み。総資産合計96兆円や個人・

法人の顧客数もメガバンクに匹敵す

る規模。

基幹系システムの共同化は、先行

行とも連携しながら、研修や試験を

実施。’23/1の完全移行に向けて

最終段階に入っている。

各専門部署で定期的な情報交換

を行っており、各行の知見と経験を

活かした共通戦略などを検討。

今後もスケールメリットを最大限活

かし、シナジー効果を発揮。

～ T S U B A S A ア ラ イ ア ン ス ～

 各地域トップ地銀による広域連携

 総資産96兆円とメガバンクに次ぐ規模 (’22/3時点)

 各行に共通する重要課題への対応､
業務の集約

 各行が先行開発した先進的サービス・
機能の横展開

AMLセンター(‘20/10~)

事業戦略部(‘21/10~)

 地域の持続的な成長を実現するため、
ダイバーシティ＆インクルージョンを競争力
の源泉と位置づけ、積極的に取り組んで
いくことを宣言

 将来の幹部候補層となる女性行員の
キャリア育成やリーダーシップ向上を目
指し、他行同士の組み合わせによるメン
タリングを実施

 ’23/1にシステム移行

基幹系システムの共同化

TSUBASAクロスメンター制度
(‘22/8)

TSUBASAアライアンス株式会社

TSUBASAダイバーシティ＆
インクルージョン宣言(‘22/4)



Ⅱ 経営戦略

12．有価証券運用

14

有価証券運用は「ローリスク運用」

の方針のもと、リスクテイク可能な範

囲で安定的なリターンを目指す運用

を継続。

’22年度上期は、中期の国債・地

方債を中心に積上げを図り、約

1,400億円の残高増加。

外債は米金利の急上昇により購入

を見送り、一部売却を実施。

純投資株式としてETF購入を継

続。

デュレーションは円債が6.95年、外

債が3.84年とそれぞれ短期化。

評価損益は円債・外債共に評価損

を抱えているが、有価証券全体では

430億円の評価益。

下期は円債については引続き中期

の債券を中心に購入。外債は慎重

対応。

基本方針である「ローリスク運用」を引続き遵守

（計画）

※譲渡性預金、投資事業組合向けを除く

●リスクテイク可能な範囲で、安定的なリターンを目指す
※市場動向を注視し、慎重に資産の積み上げを図る

7.76 7.54 7.42 6.95
5.17

4.34 4.25
3.84

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

円債 外債

12,413

13,776 14,000

608

646
800

572

564
564

401

472
608

’22/3末 ’22/9末 ’23/3末

円債 外債 政策投資株 純投資株・リート他

有価証券残高実績・計画（億円）

15,457
15,972

債券デュレーション（年）

13,994

15 44

▲ 103
▲ 253

▲ 19 ▲ 7
▲ 36 ▲ 71

1,170 
1,309 802

430

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

円債 外債 有価証券

※  投信含む

評価損益（億円）



 個社別に予防的な引当を継続

 過去2年間で108億円の予防
的な引当を実施済み

Ⅱ 経営戦略

13．信用コスト・開示債権

15

信用コストは、今期においても予防

的な引当を実施しており前期並み

の15億円を計上、そのほとんどが予

防的な引当。

過去2年間で108億円の予防的な

引当を実施しており、業況が悪化し

た場合に対する備えを継続中。

今年度は、コロナ禍の長期化や足

元での資源高と急激な円安進行に

よる事業者の業況悪化により変動

する可能性はあるが、当初計画の

30億円を据え置き。

開示債権額は、コロナ禍の長期化

や円安・原材料高騰などによる企業

業績の悪化が要因で増加するもの

の、低水準を維持。

開示債権比率は0.86％と引き続

き高い健全性を確保。

開示債権・開示債権比率は、低水準を維持

開示債権比率（％）開示債権額（億円）

126 126 140 178

332 356 353 356

264 271 292 306

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

要管理債権 危険債権 破産更生等債権

部分直接償却後

722 755 786 842

0.75%
0.80%

0.84% 0.86%

’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

13 15 15

30

’20/9末 ’21/9末 ’22/9末 ’23/3末

（計画）

信用コスト（億円）

信用コストは、当初計画30億円を据え置き
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14．ESG、SDGsへの取組み①

持続可能な地域社会・環境の実現に対する社会的な意識の高まりを受け、経営理念の実践にサステナビリティの観点を入れた「サステナビリティ

方針」を策定するとともに「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明。サステナビリティ方針のもと「ESG取組方

針」および「SDGsに係る重点取組テーマ」を掲げ、社会的課題の解決や脱炭素社会への移行実現に向け取組んでいる。

お客さまとの共通価値の創造 ⇒道内経済の持続的成長に貢献

16

SDGs
経営の
高度化

SDGs経営の
表明

取組みの
検討

SDGs経営の
実践

お客さまのESG・SDGs経営の

関心

SDGs簡易診断

北洋銀行サポートメニュー

ほくようサステナブル

経営支援サービス

SDGs宣言サポート

SDGsコンサルティング

ほくようサステナブルファイナンス

融資・社債 出資

＜国際原則準拠型＞

GL、SLL、SoL、SuL、PIF

サステナブル経営支援ローン

SDGsスタートローン

SDGs私募債

北洋SDGs

推進2号

ファンド

ほ
く
よ
う
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
ロ
ー
ン

気候変動問題への取組

ＴＣＦＤ提言に沿った指標と目標

 「CO2排出量」～2030年度までに2013年度比50％削減（’21/5）

 「環境関連投融資累計実行額目標」～5,000億円【2021年度～2030年度】（’22/7新設）
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14．ESG、SDGsへの取組み②

環境保全

17

⇒質の高い教育文化振興に貢献

教育文化

医療福祉

⇒医療福祉の充実に貢献

⇒自然環境の維持・保全に貢献

ダイバーシティ
SDGs（医療応援）私募債

 私募債の発行額の一部を道内医療従事者へ寄付
 22年9月時点発行額：11件・5億円発行

SDGs（エコ）私募債 SDGs（教育）私募債

 子どもたちへのSDGsを学習する機会の提供とともに、北海
道のSDGs推進を支援目的として取扱いを開始。発行額の
一部相当額で、SDGs金融教育教材を作成。

 22年9月時点発行額：22件・11億円発行

健康経営への取組

 環境に配慮した取組みを行っているお取引先をサポートする
私募債（旧北洋エコボンド）。

 22年9月時点発行額：110件・70億円発行

金融経済教育の取組

 金融教育に対する地域金融機関への役割が高まっていると
捉え、2022年4月から「ほくよう金融プロジェクト」を開始。

「株式会社脱炭素化支援機構」への出資

 北海道内の脱炭素ビジネス拡大による経済活性化や社会
的課題解決を支援する目的として国と民間からの出資を資
本金とした「株式会社脱炭素化支援機構」へ出資。

 健康経営優良法人に5期連続
で認定。

 2022年12月に北洋銀行グ
ループ「健康経営宣言」「健康
経営推進体制」を制定し、職
員と家族の健康を守る健康経
営の取組みを一層強化。

ご高齢・障がいのあるお客さまへの対応

 22年7月より「ヘルプカード」をご提示いただくことでより一層
配慮ある応対でサポート。

 大学生向け講義や高校教
員や保護者を対象としたセミ
ナーなどを開催し、半年間で
762人が参加。

表 裏
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Ⅲ 資本・配当政策

1．政策保有株式について

当行は、上場政策保有株式につい

て、北海道経済の活性化・振興、地

域貢献に資すること、地域企業の支

援・育成に資すること等、 合理的な保

有目的が認められる場合を除き、上

場政策保有株式を保有しない方針と

しており、簿価および銘柄数は縮減一

途。

当行は銀行業の公共性に鑑み、経営

の健全性確保の観点から、政策保有

株式については、今後も個別銘柄毎

に保有目的が適切か、保有に伴う便

益やリスクが資本コストに見合っている

か、定期的に保有適否の検証を行っ

ていく。
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上場政策保有株式の簿価と銘柄数の推移
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Ⅲ 資本・配当政策

2．自己資本比率について

1,674 1,679 1,723 1,751 1,818 

12.35% 12.07% 12.11% 12.17% 12.20%
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単体利益剰余金（億円）

（単体） ’20/9末 ’21/3末 ’21/9末 ’22/3末 ’22/9末

自己資本比率 12.35％ 12.07％ 12.11％ 12.17％ 12.20％

自己資本(億円) 3,438 3,329 3,384 3,393 3,429

リスク・アセット等(億円) 27,840 27,577 27,924 27,869 28,104

’22/9末の単体自己資本比率は、

利益剰余金の積上げにより12.20%

と前年同期比0.09pt上昇し、引続き

高い水準を維持。

’23/3末は、貸出金の積上げに伴うリ

スク・アセット等の増加を見込んでお

り、単体自己資本比率は12％程度

を、見込む。

バーゼルⅢ（FIRB）

12％台

単体自己資本比率
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Ⅲ 資本・配当政策

3．株主還元の方針

配当政策は、株主の皆さまへの総合

的な利益還元を行うことを基本方針と

している。

具体的には、原則、安定的に１株10

円/年のお支払いをする普通配当金

などの年間配当金と、自己株式の取

得額の合計額について、連結の親会

社株主に帰属する当期純利益の

40%を目処としている。

’23/3期の配当は、中間・期末ともに

当初予想通りの普通配当金5.0円/

株の見込み。

業績連動配当制度

配当実績および配当予想

配当金
＝

普通配当金 業績連動配当金

＋1株あたり

年間10円を予定

通期の「親会社株主に帰属する
当期純利益」が150億円を上回る

場合に、その超過額の30％を
目途にお支払いする予定

総還元性向の導入

総還元性向

⇒40%を目処
＝

年間の配当金総額 ＋ 自己株式の取得額

親会社株主に帰属する当期純利益

20

純利益

（億円）

普通配当金

（円）

配当金総額

（億円）

自己株取得

（億円）
総還元性向

’19/3期 141 10 39 17 40%

’20/3期 75 10 38 - 52%

’21/3期 94 10 38 - 41%

’22/3期 117 10 38 8 40%

’23/3期（予定） 76 10 38 - 51%
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